
東京都港区赤坂二丁目３番５号
株式会社東京スター銀行

代表執行役頭取 伊東 武

（単位：百万円）

科 目 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 435,681 預 金 1,625,597

コ ー ル ロ ー ン 及 び 買 入 手 形 14,500 譲 渡 性 預 金 214,504

買 入 金 銭 債 権 11,856 コ ー ル マ ネ ー 及 び 売 渡 手 形 112,962

有 価 証 券 196,817 債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金 6,807

貸 出 金 1,420,924 外 国 為 替 123

外 国 為 替 14,751 そ の 他 負 債 35,756

そ の 他 資 産 70,010 賞 与 引 当 金 1,210

有 形 固 定 資 産 3,433 役 員 賞 与 引 当 金 78

無 形 固 定 資 産 6,705 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 173

繰 延 税 金 資 産 4,136 睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金 54

支 払 承 諾 見 返 9,027 利 息 返 還 損 失 引 当 金 3

貸 倒 引 当 金 △17,525 支 払 承 諾 9,027

負 債 の 部 合 計 2,006,298

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金 26,000

資 本 剰 余 金 24,000

利 益 剰 余 金 115,575

株 主 資 本 合 計 165,575

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △1,555

その他の包括利益累計額合計 △1,555

純 資 産 の 部 合 計 164,020

資 産 の 部 合 計 2,170,319 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 2,170,319

2022年12月29日

金 額

第22期 中間決算公告

中間連結貸借対照表（2022年９月30日現在）
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23,456
16,498

3,181

2,768

1,007

20,960

1,336

1,770

1,262

14,537

2,052

2,496

68

2,428

1,491

△171

1,319

1,108

1,108

2022年４月１日から

2022年９月30日まで

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） (13,724)

（単位：百万円）
科 目 金 額

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

(929)

役 務 取 引 等 費 用

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） (2,254)

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益

中間連結損益計算書

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）
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連結注記表

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中間連結財務諸表の作成方針

（１） 連結の範囲に関する事項

① 連結される子会社及び子法人等 １社

会社名

株式会社東京スター・ビジネス・ファイナンス

② 非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。

（２） 持分法の適用に関する事項

① 持分法適用の非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。

② 持分法適用の関連法人等 ２社

会社名

AZ-Star 株式会社

AZ-Star３号投資事業有限責任組合

③ 持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。

④ 持分法非適用の関連法人等

該当ありません。

（３）連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項

連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。

９月末日 １社

（４）開示対象特別目的会社に関する事項

該当ありません。
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会計方針に関する事項

１. 有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有

価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については、

移動平均法による原価法により行っております。また、持分法非適用の投資事業組合等への出資金につ

いては、組合等の直近の財務諸表等に基づいて、組合等の財産の持分相当額を純額で計上しております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

２. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

３. 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年４月１日

以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期

間により按分し計上しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ６年～50年

その他 ２年～20年

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主とし

て定率法（ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備については定額法）により償却し

ております。

②無形固定資産（リース資産を除く）

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年又は８年）に基づいて償却

しております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間

を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、零としております。

４. 他の金融機関より取得した貸出金の会計処理

証書貸付及び割引手形等は、取得価額で中間連結貸借対照表に計上し、取得価額と債権金額の差額で

ある取得差額は、実質的な回収期間にわたり債権金額に比例して償却しております。当座貸越及び手形

貸付等は債権金額で計上し、取得差額については負債に計上し、総額で実質的な回収期間にわたり定額

償却しております。

なお、破綻懸念先債権及び実質破綻・破綻先債権については取得価額で計上し、取得差額の償却を実

施しておりません。
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５. 貸倒引当金の計上基準

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公

認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2022年４月14日）に規定する正常先債権及び要注意先

債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見

込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績率の過去の一定期間における平

均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻懸念

先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。破綻先

債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除した残額を計上しております。

また、破綻懸念先及び要注意先で財務制限条項に抵触又は貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信

額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合

理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子

率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）によ

り計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した部署が二次査定を実施しております。その査定結果に基づいて引当金の算定を行っております。

また、当中間連結会計期間の貸倒引当金繰入額のうち、償却原価法の適用により毎期収益に計上される

取得差額に含まれていた信用リスク相当額については、中間連結損益計算書上、対応する収益勘定と直接

相殺して表示しております。

連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必

要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

それぞれ計上しております。

６. 賞与引当金の計上基準

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当

中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。

７. 役員賞与引当金の計上基準

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当

中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。

８. 役員退職慰労引当金の計上基準

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給

見積額のうち、当中間連結会計期間末までに発生していると認められる額を計上しております。

９. 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、

将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。
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10. 利息返還損失引当金の計上基準

利息返還損失引当金は、連結される子会社及び子法人等が利息制限法の上限金利を超過する貸付金利

息の返還請求に備えるため、過去の返還状況等を勘案し、返還見込額を合理的に見積り計上しておりま

す。

11. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。

12. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間連結貸借対照表上の「現金預け金」

のうち現金及び日本銀行への預け金であります。

13. 消費税等の会計処理

固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間連結会計期間の費用に計上しております。

追加情報

当中間連結会計期間における新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り及び当該見積

りに用いた主要な仮定は、次の通りです。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大やそれに伴う経済活動の停滞（以下「本件影響」といいます。）

は、当行並びに連結される子会社及び子法人等の与信先の業況に影響を及ぼしております。本件影響が

貸出金等の信用リスクに一定の影響があるとの仮定のもと、各債務者の収益獲得能力を個別に評価する

にあたっては、入手可能な直近の情報を可能な限り反映させて評価しております。貸倒引当金はこのよ

うな評価の結果とともに、将来予測される、より長期の景気変動による信用コストを踏まえ計上してお

ります。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

１．関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の株式を除く） 1,735百万円

２． 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。な

お、債権は、中間連結貸借対照表の貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支

払承諾見返の各勘定に計上されるものであります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 11,833 百万円

危険債権額 11,475 百万円

三月以上延滞債権額 490 百万円

貸出条件緩和債権額 1,701 百万円

合計額 25,500 百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て

等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約

に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに

準ずる債権に該当しないものであります。

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で

破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権

及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

３．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日）に基づき金融取引として処理しておりま

す。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分

できる権利を有しておりますが、その額面金額は、10,770百万円であります。

４. ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（日本公認

会計士協会会計制度委員会報告第３号 2014年11月28日）に基づいて、原債務者に対する貸出金とし

て会計処理した参加元本金額のうち、中間連結貸借対照表計上額は、1,351百万円であります。
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５．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券

貸出金

11,386

30,619

百万円

百万円

担保資産に対応する債務

預金

債券貸借取引受入担保金

475

6,807

百万円

百万円

また、その他資産には、先物取引差入証拠金3,628百万円、保証金12,237百万円及び金融商品等差入

担保金19,486百万円が含まれております。

６．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた

場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約

する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、183,781百万円であります。このうち原契

約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が117,521百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるもの

ではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由がある

ときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・

有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている行内（社内）手続に

基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

７．有形固定資産の減価償却累計額 4,826百万円
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（中間連結損益計算書関係）

１．「その他業務収益」には、外国為替売買益1,926百万円及び金融派生商品収益618百万円を含んでお

ります。

２.「その他経常収益」には、投資ファンド運用益666百万円及び買取債権回収益310百万円を含んでお

ります。

３.「その他業務費用」には、国債等債券売却損1,262百万円を含んでおります。

４.「営業経費」には、給料・手当6,934百万円、退職給付費用195百万円及び減価償却費1,516百万円

を含んでおります。

５.「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額1,669百万円を含んでおります。

（中間連結株主資本等変動計算書関係）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

当連結会計年

度期首株式数

当中間連結会

計期間増加株

式数

当中間連結会

計期間減少株

式数

当中間連結会

計期間末株式

数

摘 要

発行済株式

普通株式 700 － － 700

種類株式 － － － －

合 計 700 － － 700

自己株式

普通株式 － － － －

種類株式 － － － －

合 計 － － － －

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当ありません。

３．配当に関する事項

該当ありません。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：百万円）

現金預け金勘定 435,681

日銀預け金以外の金融機関への預け金 △8,513

現金及び現金同等物 427,168
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（金融商品関係）

１.金融商品の時価等に関する事項

2022年９月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりでありま

す。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めておりません（（注１）参照）。ま

た、現金預け金、コールマネーは短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を

省略しております。その他の金融商品は重要性が乏しいため、注記を省略しております。

（単位：百万円）

中間連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(１)有価証券

満期保有目的の債券

その他有価証券

75,915

117,315

74,079

117,315

△1,836

-

(２)貸出金 1,420,924

貸倒引当金（※１） △17,449

1,403,475 1,474,178 70,702

資産計 1,596,706 1,665,572 68,866

(１)預金 1,625,597 1,625,734 137

(２)譲渡性預金 214,504 214,504 -

負債計 1,840,101 1,840,238 137

デリバティブ取引（※２）

ヘッジ会計が適用されていないもの (3,797) (3,797) -

デリバティブ取引計 (3,797) (3,797) -

（※１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。

（※２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引の正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正

味の債務となる項目については、（ ）で表示しております。

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の中間連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商

品の時価情報の「その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）

区 分 中間連結貸借対照表計上額

非上場株式（※１） 400

組合出資金（※２） 3,186

（※１）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19

号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（※２）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号

2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
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２. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（１） 時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券

その他有価証券

国債・地方債等

社債

その他

9,010

－

3,445

－

460

73,122

－

25,311

5,964

9,010

25,771

82,533

デリバティブ取引

金利関連

通貨関連

債券関連

商品関連

－

－

41

－

9,518

12,034

－

－

－

－

－

－

9,518

12,034

41

－

資産計 12,497 95,135 31,276 138,909

デリバティブ取引

金利関連

通貨関連

債券関連

商品関連

－

－

6

－

10,000

15,384

－

－

－

－

－

－

10,000

15,384

6

－

負債計 6 25,385 － 25,391
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（２） 時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：百万円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券

満期保有目的の債券

その他 － 74,079 － 74,079

貸出金 － － 1,474,178 1,474,178

資産計 － 74,079 1,474,178 1,548,257

預金

譲渡性預金

－

－

1,625,734

214,504

－

－

1,625,734

214,504

負債計 － 1,840,238 － 1,840,238

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

資 産

有価証券

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価

に分類しております。主に国債等がこれに含まれます。

市場価格のない私募債等は、将来キャッシュ・フローの現在価値技法などの評価技法を用いて時

価を算定しております。評価に当たっては観察可能なインプットを最大限利用しており、インプッ

トには倒産確率、倒産時の損失率等が含まれます。算定に当たり重要な観察できないインプットを

用いている場合はレベル３の時価に分類しております。

公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類して

おります。主に上記以外の有価証券がこれに含まれます。

また、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技法及びイ

ンプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証してお

ります。

貸出金

貸出金については、商品別及び信用格付け別に区分して、原則として見積将来キャッシュ・フロ

ーに担保の設定状況等を考慮した金額をリスクフリー金利で割り引いて時価を算定しております。

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、貸倒見積高を担保の処分可

能見込額及び保証による回収可能見込額を用いた割引現在価値、又は、見積将来キャッシュ・フロ

ーの割引現在価値等に基づいて算定していることから、時価は中間連結貸借対照表計上額から貸倒

見積高を控除した金額に近似しているため、当該価額をもって時価としております。貸出金のうち、

当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限の定めのないものにつきましては、

時価は帳簿価額に近似しているものと想定されるため、帳簿価額をもって時価としております。当

該時価はレベル３の時価に分類しております。
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負 債

預金、及び譲渡性預金

要求払預金について、中間連結決算日に要求に応じて直ちに支払うものは、その金額を時価とし

ております。また、定期性預金については、一定の期間ごとに区分して、原則として見積将来キャ

ッシュ・フローを割り引いた割引現在価値により時価を算定しております。割引率は、新規に同一

又は類似の預金を受け入れる際に使用する利率を用いております。なお、預入期間や残存期間が短

期間（概ね１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。当該時価はレベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引

デリバティブ取引については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル

１の時価に分類しており、債券先物取引がこれに含まれます。

ただし、大部分のデリバティブ取引は店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、

取引の種類や満期までの期間に応じて現在価値技法やブラック・ショールズ・モデル等の評価技法

を利用して時価を算定しております。それらの評価技法で用いている主なインプットは、金利や為

替レート、ボラティリティ等であります。また、取引相手の信用リスク及び当行自身の信用リスク

に基づく価格調整を行っております。観察できないインプットを用いていない又はその影響が重要

でない場合はレベル２の時価に分類しております。

（注２）時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報

（１） 重要な観察できないインプットに関する定量的情報（2022年９月30日）

区分 評価技法
重要な観察できない

インプット
インプットの範囲

有価証券

その他有価証券

社債 現在価値技法 倒産確率

倒産時の損失率

0.3％－5.6％

0％
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（２） 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2022年９月30日）

（単位：百万円）

期首残高

当期の損益又はそ

の他の包括利益

購入、売

却、発行

及び決済

の純額

レベル３

の時価へ

の振替

レベル３

の時価か

らの振替

期末残高

当期の損

益に計上

した額の

うち中間

連結貸借

対照表日

において

保有する

金融資産

及び金融

負債の評

価損益

損 益 に

計上

（※１）

そ の 他

の 包 括

利 益 に

計上

（※２）

有価証券 32,192 5 894 △1,816 － － 31,276 －

（※１）中間連結損益計算書に含まれております。

（※２）中間連結包括利益計算書の「その他の包括利益」の「その他有価証券評価差額金」に含まれております。

（３） 時価評価のプロセスの説明

当行グループでは財務部門において時価の算定に関する方針を定め、リスクマネジメント部門におい

てそれに基づく手続を定めております。レベル３に分類された時価は、定められた手続に従い、主にリ

スクマネジメント部門が算定及び検証を行い、同部門担当執行役に承認されております。また、検証結

果は、財務部門に報告されることで時価の算定の方針及び手続に関する適切性が確保されております。

（４） 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明

市場価格のない私募債等の時価の算定で用いている重要な観察できないインプットは、倒産確率及び

倒産時の損失率であります。

倒産確率は、倒産事象が発生する可能性を示しており、過去の取引先の倒産実績をもとに算定した推

定値です。倒産時の損失率は、倒産時において発生すると見込まれる損失の債券の残高に占める割合で

あり、将来の担保不動産時価に対する時点の債権の残高の割合から算定した推定値です。

倒産確率と倒産時の損失率は正相関の関係にあり、これらのインプットの著しい増加は、時価の著し

い低下を生じさせることとなります。

－14－



（有価証券関係）

中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。

１. 満期保有目的の債券（2022年９月30日現在）

種類

中間連結貸借

対照表計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

時価が中間連結

貸借対照表計上

額を超えるもの

国債 － － －

社債 － － －

外国証券 8,475 8,479 4

小計 8,475 8,479 4

時価が中間連結

貸借対照表計上

額を超えないも

の

国債 － － －

社債 － － －

外国証券 67,440 65,599 △1,840

小計 67,440 65,599 △1,840

合 計 75,915 74,079 △1,836

２. その他有価証券（2022年９月30日現在）

種類

中間連結貸借

対照表計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）

差額

（百万円）

中間連結貸借対

照表計上額が取

得原価を超える

もの

債券 28,314 27,749 565

国債 3,003 3,002 0

社債 25,311 24,746 564

その他 41,720 41,277 442

小計 70,035 69,027 1,007

中間連結貸借対

照表計上額が取

得原価を超えな

いもの

債券 6,467 6,475 △8

国債 6,007 6,008 △1

社債 460 466 △6

その他 48,456 51,011 △2,554

小計 54,923 57,486 △2,562

合 計 124,959 126,514 △1,555
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３．減損処理を行った有価証券

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有

価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると

認められないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差

額を当中間連結会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

当中間連結会計期間における減損処理額は、該当ありません。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、原則として以下のとおりです。

時価が取得原価から50％以上下落している銘柄

時価が30％以上50％未満下落しており、発行会社の信用状態を考慮の上、時価が取得原価まで回

復する見込みがあると認められない銘柄

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した結果

（単位：百万円）

区分 当中間連結会計期間

経常収益 23,456

うち役務取引等収益 3,181

預金・貸出業務 （注）１ 1,914

為替業務 432

証券関係業務 467

保証業務 （注）２ 64

保険販売業務 258

その他 43

うちその他業務収益 206

（１株当たり情報）

１株当たりの純資産額 234,315円27銭

１株当たりの親会社株主に帰属する中間純利益金額 1,583円31銭

(注） １．企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」の対象外の収益も含まれております。

２．企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」の対象外の収益です。
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東京都港区赤坂二丁目３番５号
株式会社東京スター銀行

代表執行役頭取 伊東 武

（単位：百万円）

金 額 金 額

435,658 1,637,782

14,500 214,504

11,856 112,962

201,134 6,807

1,417,950 123

14,751 35,738

69,978 1,572

そ の 他 の 資 産 69,978 2

3,386 1,251

6,657 32,912

3,551 1,205

3,520 78

△14,660 173

54

3,520

2,012,950

26,000

24,000

24,000

106,891

2,000

104,891

繰 越 利 益 剰 余 金 104,891

156,891

△1,555

△1,555

155,336

2,168,287 2,168,287

役 員 賞 与 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

科 目

外 国 為 替

科 目

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

現 金 預 け 金 預 金

外 国 為 替

買 入 金 銭 債 権

そ の 他 負 債

コ ー ル ロ ー ン

睡 眠 預 金 払 戻 損 失 引 当 金

支 払 承 諾

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

負 債 の 部 合 計

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金有 価 証 券

貸 出 金

未 払 法 人 税 等

リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

中間貸借対照表（2022年９月30日現在）

第22期 中間決算公告

資 産 の 部 合 計

資 本 金

（純資産の部）

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

利 益 準 備 金

繰 延 税 金 資 産

2022年12月29日
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（単位：百万円）

23,398

資 金 運 用 収 益 16,468

( う ち 貸 出 金 利 息 )

( う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 )

役 務 取 引 等 収 益 3,153

そ の 他 業 務 収 益 2,768

そ の 他 経 常 収 益 1,007

21,269

資 金 調 達 費 用 1,336

( う ち 預 金 利 息 )

役 務 取 引 等 費 用 2,776

そ の 他 業 務 費 用 1,262

営 業 経 費 14,382

そ の 他 経 常 費 用 1,511

2,128

68

2,060

1,323

△158

1,165

894

中間損益計算書
2022年４月１日から

2022年９月30日まで

金 額

中 間 純 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

科 目

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

(929)

(2,245)

(13,702)

－2－



個別注記表

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・

子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については時価

法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については、移動平均法による原

価法により行っております。また、投資事業組合等への出資金については、組合等の直近の財務諸表等に

基づいて、組合等の財産の持分相当額を純額で計上しております。

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

３．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）並びに 2016 年４月１日以後に取

得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按

分し計上しております。

また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 ６年～50年

その他 ２年～20年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内

における利用可能期間（５年又は８年）に基づいて償却しております。

（３）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐

用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、零としております。

４．他の金融機関より取得した貸出金の会計処理

証書貸付及び割引手形等は、取得価額で中間貸借対照表に計上し、取得価額と債権金額の差額である

取得差額は、実質的な回収期間にわたり債権金額に比例して償却しております。当座貸越及び手形貸付

等は債権金額で計上し、取得差額については負債に計上し、総額で実質的な回収期間にわたり定額償却

しております。

なお、破綻懸念先債権及び実質破綻・破綻先債権については取得価額で計上し、取得差額の償却を実

施しておりません。
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５．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日

本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 2022年４月14日）に規定する正常先債権及び

要注意先債権に相当する債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損

失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績率の過去の一定期間にお

ける平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しております。破綻

懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見

込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しており

ます。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込

額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。

また、破綻懸念先及び要注意先で財務制限条項に抵触又は貸出条件緩和債権等を有する債務者で

与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フ

ローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施

前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フ

ロー見積法）により計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から

独立した部署が二次査定を実施しております。その査定結果に基づいて引当金の算定を行っておりま

す。

また、当中間会計期間の貸倒引当金繰入額のうち、償却原価法の適用により毎期収益に計上される

取得差額に含まれていた信用リスク相当額については、中間損益計算書上、対応する収益勘定と直接

相殺して表示しております。

（２）賞与引当金

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、

当中間会計期間に帰属する額を計上しております。

（３）役員賞与引当金

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、

当中間会計期間に帰属する額を計上しております。

（４）役員退職慰労引当金

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支

給見積額のうち、当中間期末までに発生していると認められる額を計上しております。

（５）睡眠預金払戻損失引当金

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるた

め、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。

７．消費税等の会計処理

固定資産に係る控除対象外消費税等は当中間会計期間の費用に計上しております。
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追加情報

当中間会計期間における新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り及び当該見積りに

用いた主要な仮定は次のとおりです。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大やそれに伴う経済活動の停滞（以下「本件影響」といいます。）

は、当行の与信先の業況に影響を及ぼしております。本件影響が貸出金等の信用リスクに一定の影響が

あるとの仮定のもと、各債務者の収益獲得能力を個別に評価するにあたっては、入手可能な直近の情報

を可能な限り反映させて評価しております。貸倒引当金はこのような評価の結果とともに、将来予測さ

れる、より長期の景気変動による信用コストを踏まえ計上しております。

注記事項

（中間貸借対照表関係）

１．関係会社の株式及び出資金総額 6,349百万円

２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。な

お、債権は、中間貸借対照表の貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承

諾見返の各勘定に計上されるものであります。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 8,856 百万円

危険債権額 11,446 百万円

三月以上延滞債権額 490 百万円

貸出条件緩和債権額 1,701 百万円

合計額 22,494 百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て

等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に

従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準

ずる債権に該当しないものであります。

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で

破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及

びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

３．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日）に基づき金融取引として処理しております。

これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる

権利を有しておりますが、その額面金額は10,770百万円であります。

４. ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」（日本公認会

計士協会会計制度委員会報告第３号 2014年 11月 28日）に基づいて、原債務者に対する貸出金として

会計処理した参加元本金額のうち、中間貸借対照表計上額は、1,351百万円であります。
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５．担保に供している資産は次のとおりであります。

担保に供している資産

有価証券

貸出金

11,386

30,619

百万円

百万円

担保資産に対応する債務

預金

債券貸借取引受入担保金

475

6,807

百万円

百万円

また、その他の資産には、先物取引差入証拠金3,628百万円、保証金12,213百万円及び金融商品等差

入担保金19,486百万円が含まれております。

６．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた

場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約

する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、183,781百万円であります。このうち原契

約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が117,521百万円あります。

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く

には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融

資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時にお

いて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めて

いる行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じ

ております。

７．有形固定資産の減価償却累計額 4,707百万円

（中間損益計算書関係）

１．「その他業務収益」には、外国為替売買益1,926百万円及び金融派生商品収益618百万円を含んでおり

ます。

２.「その他経常収益」には、投資ファンド運用益666百万円及び買取債権回収益310百万円を含んでおり

ます。

３.「その他業務費用」には、国債等債券売却損1,262百万円を含んでおります。

４. 減価償却実施額は、有形固定資産250百万円、無形固定資産1,252百万円であります。

５.「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額1,172百万円を含んでおります。

（中間株主資本等変動計算書関係）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）

当事業年度

期首株式数

当中間会計期

間増加株式数

当中間会計期

間減少株式数

当中間会計期

間末株式数
摘 要

自己株式

普通株式 － － － －

種類株式 － － － －

合 計 － － － －
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（有価証券関係）

中間貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。

１. 満期保有目的の債券（2022年９月30日現在）

種類

中間貸借対照表

計上額

（百万円）

時価

（百万円）

差額

（百万円）

時価が中間貸借

対照表計上額を

超えるもの

国債 － － －

社債 － － －

外国証券 8,475 8,479 4

小計 8,475 8,479 4

時価が中間貸借

対照表計上額を

超えないもの

国債 － － －

社債 － － －

外国証券 67,440 65,599 △1,840

小計 67,440 65,599 △1,840

合 計 75,915 74,079 △1,836

２. 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2022年９月30日現在）

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で市場価格のあるものはありません。

（注）市場価格のない株式等の中間貸借対照表計上額

中間貸借対照表計上額（百万円）

子会社・子法人等株式 4,699

関連法人等株式及び出資金 1,649
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３. その他有価証券（2022年９月30日現在）

種類

中間貸借対照表

計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）

差額

（百万円）

中間貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

債券 28,314 27,749 565

国債 3,003 3,002 0

社債 25,311 24,746 564

その他 41,720 41,277 442

小計 70,035 69,027 1,007

中間貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

債券 6,467 6,475 △8

国債 6,007 6,008 △1

社債 460 466 △6

その他 48,456 51,011 △2,554

小計 54,923 57,486 △2,562

合 計 124,959 126,514 △1,555

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の中間貸借対照表計上額

中間貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式（※１） 6

組合出資金（※２） 1,548

（※１）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

19号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（※２）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31

号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

４．減損処理を行った有価証券

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当該有

価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると

認められないものについては、当該時価をもって中間貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を

当中間会計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

当中間会計期間における減損処理額は、該当ありません。

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、原則として以下のとおりです。

時価が取得原価から50％以上下落している銘柄

時価が30％以上50％未満下落しており、発行会社の信用状態を考慮の上、時価が取得原価まで回

復する見込みがあると認められない銘柄
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（税効果会計関係）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

繰延税金資産

貸倒引当金 4,208 百万円

その他有価証券評価差額金 476

資産除去債務 383

賞与引当金 368

減価償却費 223

前受収益 187

未払事業税 125

その他 851

繰延税金資産小計 6,823

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △3,067

評価性引当額小計 △3,067

繰延税金資産合計 3,756

繰延税金負債

減価償却費 △204

繰延税金負債合計 △204

繰延税金資産の純額 3,551 百万円

（注）評価性引当額が前事業年度末より840百万円増加しております。この増加の主な内容は、貸倒引当金に

係るものであります。

（1株当たり情報）

１株当たりの純資産額 221,909円36銭

１株当たりの中間純利益金額 1,277円90銭
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